
第２回川崎市自転車等駐車対策協議会（参考資料）
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1

＜各交通手段の乗車人員・自転車乗入台数の推移（H31を1.00とした場合の指数＞

出典 バス乗車人員・鉄道乗車人員：川崎市統計書
自転車乗入台数：川崎市内鉄道駅周辺における放置自転車等実態調査

鉄道乗車人員 19％減

コロナ以前からの減少率（H31→R4）

バス乗車人員 12％減

自転車乗入台数 20％減
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自転車乗入台数はコロナ前から減少傾向

鉄道乗車人員は、コロナ前は増加傾向

バス乗車人員はコロナ前は概ね横ばいから微増

１ コロナ禍における鉄道、バス、自転車利用の推移 【資料１ P1】

 新型コロナウイルスの影響を受ける前のH31からR4にかけての減少率では、駅周辺の自転車乗
入台数は20％減少、鉄道が19％減少、バスが最も影響を受けておらず12％減となっている。



２ 川崎市における行政区別人口の推移 【資料１ P4】
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22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 令和元年 2年 3年 4年 5年 6年
川崎区 217,328 216,856 217,235 217,974 219,862 223,378 226,537 229,653 231,530 233,116 232,965 231,344 230,302 231,030 231,748
幸区 154,212 155,071 155,976 157,333 158,663 160,890 162,618 165,974 167,206 170,159 171,119 170,804 171,562 172,021 173,848

中原区 233,925 234,732 236,629 239,987 244,363 247,529 251,248 254,156 258,119 261,825 263,683 264,693 264,926 266,655 267,917
高津区 217,360 219,215 221,364 222,721 224,710 228,141 229,584 230,507 231,808 233,285 234,328 234,692 234,081 234,839 235,744
宮前区 218,867 220,448 222,362 222,756 224,648 225,594 227,375 229,481 231,131 232,325 233,728 234,460 234,964 235,002 234,713
多摩区 213,894 213,490 213,375 213,728 214,138 214,158 215,644 216,681 217,941 219,868 221,734 223,337 224,188 225,380 227,464
麻生区 169,926 170,961 172,223 173,697 174,659 175,523 176,471 177,238 178,748 179,879 180,705 181,010 180,867 180,677 180,354
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３ 武蔵小杉駅500ｍ圏内の人口推移 【資料１ P4】
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武蔵小杉駅500ｍ圏内の人口推移
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４ 1日利用料金設定の体系 【資料２ P１、P２】
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１日利用料金設定の体系
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川崎市における自転車等駐車場の収容台数の推移
 自転車等駐車場の収容台数は、微増ながら年々増加しており、現在、市内に約82,000台整備さ

れている。
 令和5年度実態調査における民営自転車駐車場は、全体の41％を占めている。
 指定管理者制度を導入した平成24年度と比較すると、民営比率が30%から41%に上昇、民営の

収容台数も1.5倍となっている。
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５ 市内の自転車等駐車場の収容台数の推移 【資料２ P1】



６ 利用料金による利用率の平準化 【資料２ P1】
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７ 適正な駐輪場の利用負担の範囲 【資料２ P3】
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(4)その他駐輪場関連費

　③国庫補助金分②市費分
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適正な駐輪場の利用者負担の範囲
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 市内における放置自転車台数は、平日9時台で平成24年度7,464台から令和5年度では1,061台と
86％減少している。また、平日16時台では、平成24年度11,847台から令和5年度には1,529台と
87％減少している。

 自転車利用台数に占める放置台数の割合（放置率）は、平成24年度で9時が10.4％、16時で
16.7％だったものが令和5年度はそれぞれ、2.0％、2.6％となっている。

数値は、毎年度実施する「川崎市内鉄道駅周辺における放置自転車等実態調査」による
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８ 放置自転車等台数（平日9時・16時調査）の推移 【資料２ P5、P11】



01-2.
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撤去自転車1台あたりの撤去、保管等に要する費用（返還手数料）
 令和5年度の撤去自転車1台あたりの実際の撤去、保管等に要した費用は、約19,000円であり、

条例などで定める撤去、保管等に要する費用2,500円と大きな乖離がある。

自転車1台当たりの実際にかかる撤去、保管にかかる費用 ＝ 年間事業費 ÷ 年間撤去台数※
（令和5年度） ＝ 3.86億円 ÷ 20,210台

＝ 約19,000円

H30 R1 R2 R3 R4 R5
自動二輪車 11 17 14 15 19 38
原付 215 202 144 126 149 186
自転車 24,601 20,481 13,215 11,989 12,877 19,686
計 24,827 20,700 13,373 12,130 13,045 19,910

24,827 
20,700 

13,373 12,130 13,045 
19,910 
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※年間撤去台数については、原付、自動二輪車をすべて自転車と仮定し、返還手数料の設定方法と同様に、
原付は2倍、自動二輪車は4倍した台数とする。 19,686＋186×2＋38×4＝20,210台

９ 撤去自転車１台あたりの撤去、保管に要した費用 【資料２ P5】



１０ 首都圏の自治体における返還手数料の設定状況 【資料２ P6】
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首都圏（東京、神奈川、千葉、埼玉）の自治体（市・区のみ）における撤去手数料の設定状況

 首都圏の市・区における撤去手数料は、平均値2,244円、中央値2,000円となっている。
 近隣市区は、世田谷区、大田区、町田市、狛江市、稲城市が3,000円と川崎市よりも高く、調布市が同じ

2,500円、横浜市が1,500円と川崎市よりも安い設定となっている。
 地域性から見ると高すぎず、安過ぎず適正な設定と考えられる。

自転車の返還手数料 自治体数 構成比 主な自治体（太字：近隣自治体）
500円以下 4 3% 木更津市、加須市、山武市、匝瑳市
501-1000円 17 14% 伊勢原市、川越市、流山市、青梅市、福生市
1001-1500円 4 3% 横浜市、朝霞市、成田市
1501-2000円 45 36% 千代田区、港区、千葉市、大和市、多摩市
2001-2500円 15 12% 藤沢市、横須賀市、さいたま市、調布市
2501-3000円 22 18% 中央区、世田谷区、品川区、大田区、新宿区、稲城市、町田市、狛江市
3001-4000円 7 6% 江戸川区、江東区、練馬区、文京区、渋谷区、新座市
4001円以上 10 8% 荒川区、杉並区、台東区、豊島区、目黒区、北区、墨田区、川口市
総計 124 100%



01-2.02 駐輪対策の現状

自転車等保管所の運営時間
月曜日・国民の祝日に関する法律に
規定する休日及び年末年始を除く、
平日は11時から19時まで、土曜日
及び日曜日は11時から17時まで

４
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 市内55の鉄道駅のうち、JR鶴見線の武蔵白石駅、大川駅、昭和駅、扇町駅の4駅を除く、51駅周
辺と隣接する町田市内の鶴川駅周辺の52駅周辺（49区域）を自転車等放置禁止区域に指定して
いる。

自転車等保管所名称 収容台数
１ 塩浜陸橋下 2,049台
２ 日進町 468台
３ 今井西町 816台
４ 坂戸第三京浜高架下 835台
５ 有馬 409台
６ 登戸陸橋高架下 593台
７ 上麻生山口 722台

７箇所合計 5,899台

１
２

３

５

６７

自転車等放置禁止区域指定駅

１１ 放置禁止区域の指定状況と保管所の概要 【資料２ P7】
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 放置自転車等の台数は、南部が多く、北部が少ないなど、地域によってその実情は異なる。

１２ 区別放置自転車等の台数 【資料２ P7】
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 令和5年度の各保管所の収容可能台数（台）に対する保管台数（台／日）の割合（収容率）の月別
の最大値（％）は、塩浜や日進町が約90％と南部は高く、北に行くほど収容率は低く保管スペー
スに余裕がある。
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登戸

有馬

上麻生山口

１３ 保管所の収容率の推移 【資料２ P7】
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 返還された自転車等（返還率60.5％）のうち、撤去されてから持ち主が引き取る（返還）までの
日数は、1日目（撤去した次の日）が最も多く、全返還台数の22.3％を占めている。次いで、当日
の16.3％、2日目の11.5％となっており、半数以上が３日目までに返還されている。

 その後、１週間で71.7％、10日目以降は1日1％程度で推移し、30日目で93.7%の返還率である。

1週間で71.7％
放置自転車等の返還までの日数の推移（令和５年度）

30日目 93.7%

（日）

撤去台数（台）

撤去日

１４ 放置自転車等の返還までの日数の推移 【資料２ P8】
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26,346

13,045

19,910

 撤去台数は、年々減少傾向にあり、新型コロナウイルスの影響でR2-4にかけては約13,000台前後
であったが、昨年度（R5)は、コロナ前の約20,000台に戻っている。

 返還率については、概ね60％で推移していたが、コロナ禍で低下したものの、R5は60％台に回復
している。

 南部の方が返還率が高く、北に行くほど低下している。
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１５ 撤去自転車等と返還率の推移 【資料２ P8】



01-2.
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川崎市自転車等駐車場の附置等に関する条例
 平成 17（2005）年 10 月1日から「川崎市自転車等駐車場の附置等に関する条例」により、市

内（市街化調整区域及び工業専用地域を除く）で一定規模以上の集客施設や商業施設等を新築
又は増設する場合、駐輪場の設置が施 設管理者に義務付けられている。

 令和5年度までに、302 件、26,186 台の施設が設置されている。

民間自転車等駐車場整備費補助金制度
 平成25年4月から「民間自転車等駐車場整備費補助金制度」を導入し、駐輪需要の高い地域、

特に夕方短時間の自転車利用者への対応として、民間主体による駐輪場整備を促進している。
 平成26年度に5件、平成27年度に1件補助金を交付している。
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１６ 自転車等駐車場の整備促進の取組 【資料２ P13】



１７ 平成29年度川崎市包括外部監査の結果報告書(抜粋)【資料２ P6】
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